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Ⅱ 障害者施策に関わる現状と課題

１．障害者施策をめぐる国、県の動向

（１） 国の動き

平成１８年４月、障害の種別（身体障害、知的障害、精神障害）で分かれていた制度を

一元化するとともに、障害のある人の地域生活と就労の促進などを目的とする障害者自立

支援法が施行されました。

平成２３年の障害者基本法の改正においては

(1) すべての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえ
のない個人として尊重される。

(2) すべての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性
を尊重し合いながら共生する社会を実現する。

などの理念、目的が盛り込まれました。

平成２５年には、障害者基本法の改正を踏まえ、障害者自立支援法が障害者総合支援法

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）として施行されました。

さらに、平成２５年６月には、改正によって加えられた障害者基本法第４条の「差別の禁

止」の基本原則を具体化し、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的として障

害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）が制定されました。

また、この間、平成２４年１０月には、障害者の虐待を発見した場合の通報義務、虐待

を受けた人の保護や家族の負担軽減などを定めた障害者虐待防止法が施行され、平成２５

年６月には精神保健及び精神障害者福祉に関する法律や障害者の雇用の促進に関する法律

も一部改正されました。

さらに、平成２５年度を初年度する障害者基本計画が 月に策定されたところです。

（２） 長野県の動き

平成１９年３月に「長野県障害者プラン後期計画」を策定し、障害のある方々が自ら選

んだ地域で普通に暮らすことを積極的に支援するため、住まいとなるグループホーム等の

整備や相談体制の中核をなす障害者総合支援センター等の充実を図ってきました。

その後、障害者の総合的な相談支援体制の整備や西駒郷などの施設から地域への生活移

行を積極的に進めてきました。

平成２４年３月には、県民一体となって「共生社会」の実現に向けた取組をさらに加速

させるため、平成２４年度から６年間にわたる長野県の障害者施策の基本となる新たな「長

野県障害者プラン２０１２」を策定しました。
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３．障害者施策に対する市民意識とニーズ

第二次上田市障害者基本計画に反映させることを目的に、障害者意向調査と関係団体と

の懇談会を実施しました。

【障害者意向調査の概要】

(1) 調査の目的
計画の策定に向けて、障害者の生活の状況や意見をあらためてうかがい、より実効性の

ある計画とするための基礎資料を得ることを目的としています。

なお、対象者が１８歳未満の場合は、本人の意向を尊重し保護者に回答してもらうこと

としております。

(2) 調査の実施概要
各調査の対象者、方法、回収結果等は次のとおりです。

① 対象者

身体障害者手帳＊、療育手帳＊、精神障害者保健福祉手帳＊を所持している方と福祉サ

ービス等を利用している０歳から６４歳までの市民５３０人を障害者台帳等から無作為抽

出

② 調査方法

郵送配布・郵送回収

③ 実施時期

平成２５年８月９日（金）から８月２６日（月）まで

④ 回収率

・有効回収数 ２６７票

・有効回収率 ５０．３８％
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１．自分または親族の持

家

188

２．民間のアパートなど

の借家

30

３．市営住宅・県営住宅

23

４．障害者福祉施設

19

５．児童福祉施設

1

６．高齢者福祉施設

0

７．その他

7

１．自宅

141

２．会社

60

３．学校（保育園等含む）

34

４．障害者福祉施設

62

５．児童福祉施設

4

６．高齢者福祉施設

2

７．病院

16
８．その他

14

≪考 察≫

○ あなたのことについて

問３ 住まいでは、回答者のうち７割が自宅で暮らしています。

問８ 昼間をどこで過ごすかの問いでは、自宅が多数となっています。



－ －7

１．夫

11

２．妻

8

３．子

1

４．孫

0

５．父親

27

６．母親

77

７．兄弟姉妹

10

８．おじいさん

3

９．おばあさん

6

10．その他

8

10．障害者福祉のサー

ビスの利用のこと（利用

方法など）

42

12．周囲の理解のこと

63

９．友人やご近所などの

人間関係のこと

39

８．相談相手のこと（相談

相手がいないこと）

24

14．家事に関すること

41

４．生活費のこと

122

３．医療費のこと

66

２．主な介助者がいなく

なった場合の生活のこと

91

１．病気のこと（健康管

理）

148

11．緊急時（急病、災害

時）の対応のこと

72

13．家族や親戚のこと

59

16．その他（具体的にお

書きください。）

29

15．学校や勉強、進学の

こと

31

７．仕事や職場の人間関

係のこと

48

６．住まいのこと

62

５．財産・金銭の管理の

こと

63

問９・問１０ 介助者に関する問いでは、受けている方のうち６割が母親で、父親を加え

た両親と回答した方は８割になります。障害を持つ方の親の負担が垣間見られます。

問１４ 日常生活の中での悩みや不安は、一番が自身の病気（健康管理）、次いで生活費、

介助者がいなくなった場合の生活のことと続きます。自由記述では、介助者である親の高

齢化、親亡き後の生活を不安視する記述もあります。また、就職のことをあげる方もいま

す。
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１．利用している, 92

２．必要だが利用してい

ない, 24

３．利用する必要がな

い, 125

４．その他, 16

11．短期間、夜間も含め

施設で入浴・排せつ・食

事などの介護が受けら

れる福祉施設の利用

2010．施設内で入浴・排せ

つ・食事などの介助を受

けられる福祉施設の利

用

21
９．共同生活する住居の

福祉施設の利用

32

８．外出時の歩行や食事

などの支援

22

７．医療機関で看護や介

護、機能訓練を行うサー

ビス

19

６．昼間、食事・排せつな

ど、常時介護が受けられ

る福祉施設の利用

15

５．昼間、普段の生活能

力を向上させるための訓

練を行う福祉施設の利

用

51

４．昼間、身体機能を維

持・回復させるための訓

練を行う福祉施設の利

用

43

３．昼間、軽作業などを

行い働くための訓練を行

う福祉施設の利用

62

２．自宅の中での身体介

護

17

１．自宅の中での家事援

助

40

12．その他

16

○ 障害福祉サービスについて

問１５ 障害福祉サービスの利用は、回答者のうち半分以上は利用していない・利用する

必要がないとの回答を得ました。

問１８ 利用したい障害福祉サービスは、働くための訓練、身体機能を維持・回復させる

ための訓練、生活能力を向上させるための訓練が、家事援助が大半を占めます。
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１．障害などの理由に

より就労困難なため,

84

２．就労活動をしている

が就労先がない, 23

３．就労希望なし（就労

しなくても生活が可能な

ためなど）, 14

４．その他, 37

問１９ これから充実してほしいと思う障害福祉サービスについての自由記述では、雇

用・就労の確保に関する記述や重度心身障害児の利用できる施設、放課後の預かり・一時

預かり・ショートスティなどの社会資源の充実を望む記述、交通手段の確保や移送サービ

スの充実の記述がありました。

○ 就労について

問２０ 回答者のうち６割が働いていないとの回答です。その理由としては、自身の障害

などの理由による就労困難があげられています。

問２３ 働くための支援として、もっとも多い回答が、職場内に適切な助言や指導、配慮

をしてくれる人、相談できる人がいることがあげられ、次いで、体調が悪い場合には周り

に気兼ねなく通院したり休んだりできること、短時間労働が可能なこと、障害に対する理

解があることがあげられます。精神・知的障害のある方では職場で徐々に仕事がなれるた

め、軽い仕事からのステップを踏めることも多い回答です。

自由記入でも職場内での人間関係や理解者・指導者がいることなどの働きやすい職場環

境を望む記述が多いことがあげられます。賃金については、こだわらないとの記述がある

反面、賃金の向上を望む記述もあり、生きがいとしての就労と生活の糧としての就労の両

面があります。
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12．職場で徐々に仕事に

慣れるため、軽い仕事か

らのステップを踏めるこ

と

43

13．その他

9

11．社会生活に必要なマ

ナーや習慣を身に付ける

こと

26
10．職業訓練などで就労

のための技術を身に付

けること

18

９．就職に関する相談場

所が近くにあること

9

８．求人情報が入手しや

すいこと

19

７．具合が悪くなった時、

気兼ねなく通院したり休

んだりできること

80

６．通勤が自分でできる

こと

45 ５．人間関係をうまく保つ

ことができるようになるこ

と

62

４．会社や家族等の周囲

の人が自分を理解してく

れること

76

３．職場に適切な助言や

指導、配慮をしてくれる

人、相談できる人がいる

こと

115

２．短時間労働が可能な

こと

78

１．賃金が妥当であるこ

と

71

○ 外出について

問２６・２７ 外出については、回答者のうち半分は自力でできているようですが、その

移動手段の多数は家族や友人が運転する車で、自由記述として、公共交通の充実（バス等

の本数の増加やノンステップバスの導入）が多く寄せられています。

また、知的障害者では、介助者による同行や運転が多い回答となっています。さらに、

外出先でのトイレ等の心配をする記述もあります。

さらに、障害者専用駐車場に健常者が駐車していることの記述もあり、モラルの向上も

望まれます。

○ その他について

問３０・３１ 障害福祉サービスについての情報源としては、市役所等からの公共施設で

の情報入手が多く、次いで、家族や友人、知人から情報を得ています。サービスや制度に

ついては、その内容や利用するための手続き、利用できる窓口の場所や連絡先などを必要

とる回答が多く、利用者の立場にたった情報の提供が望まれます。
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１．知っている, 16

２．名称だけ知っている,

18

３．わからない, 218

１．障害者が利用でき

るサービスの内容, 155

２．サービス提供事業

者の場所・連絡先, 90

３．サービス提供事業

者の評価や特徴, 62４．利用者の実費負担

額（食費等）について,

82

５．サービス利用の手

続きの仕方, 100

６．相談できる窓口の

場所・連絡先, 111

７．わからない, 37

８．特にない, 22

９．その他（具体的にお

書きください。）, 11

問３２・３３ 平成２４年４月に開所した上小圏域成年後見支援センターやその制度につ

いての周知度は、ほとんどの方がわからないの回答となっており、啓発や周知が必要とな

っています。
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１．どこにあるか知って

いる, 6

２．名称だけ知っている,

34

３．わからない, 210

５．働ける職場があるこ

と

119

７．医療費の助成が充実

していること

82

６．困った時にいつでも

相談できる場所があるこ

と

127

11．その他（具体的にお

書きください。）

4

１．家で食事・排せつ・家

事援助などをしてくれる

支援を利用できること

31

２．外出や余暇活動の支

援を利用できること

47

３．障害者が利用できる

住宅の整備（設備が整っ

ていること）

53

10．わからない／特にな

し

32

９．話し相手や仲間がい

て、日中すごせる場所が

あること

70

８．障害福祉のサービス

や内容などの十分な情

報が手に入ること

61

４．食事や身の回りのこ

とを支援する人がいて、

仲間と共同生活ができる

こと

40

問３４・３５ 障害者虐待を見たり、聞いたり、受けたりした場合にどこに相談したら良

いか、「障害者虐待防止センター」という窓口の存在についても、知らない・わからないの

回答が多く成年後見制度と同様に啓発、周知が必要です。

○ 将来のことについて

問３６・３７ 将来の生活への希望としては、自宅で家族と暮らしたいとする回答が多く、

引き続き住み慣れた地域での暮らしを望んでいます。さらに、そのための支援としては、

困ったときに相談できる場所や働ける場所があることが必要と回答があります。また、今

後やってみたいと思うことは、趣味や創作活動、スポーツ活動と、障害者の余暇支援も必

要となっています。
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１．趣味や創作的な活

動をしたい, 97

２．スポーツ活動をした

い, 66

３．地域の行事や自治

会活動をしたい, 21

４．仲間作りや情報の

交換など、交流活動を

したい, 54

５．ボランティア活動を

したい, 32

６．特にない, 65

７．わからない, 29

８．その他, 13

最後に上田市障害者基本計画への意見・要望について

→自由記述

【障害者関係団体等懇談会等】

第二次上田市障害者基本計画の策定にあたり障害者等関係団体との懇談会を開催。ま

た、一般の意見として広報うえだ８月号で計画への意見等を募集しました。

【障害者等団体懇談会】

日 時：平成２５年８月２６日（月）１０時００分から１１時４５分まで

場 所：ひとまちげんき・健康プラザうえだ ２階 多目的ホール

参加団体：８団体 （関係機関３団体） ２６人参加

○ 懇談会での意見等：１８件

・知的障害者への差別的行為や無理解について

・災害時のマップづくりの進捗状況について

・障害者虐待防止センターの周知について

・障害者基本計画への引きこもり問題の位置づけ

・就労について（企業への障害理解の研修）

・障害者の立場に立った相談支援体制について

・介助者への支援について

・重度心身障害児・者の移動手段について
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・６５歳以上の障害者の福祉サービスについて

・発達障害児の普通学級での就学について

など

○ 団体より提出された意見：３９件（懇談会での重複意見含む）

・親の高齢化について

・学校での「発達障害を学ぶ」授業の実施について

・公共施設のバリアフリー化について

・災害時の障害児者援護体制の確立

・個々のニーズに応じたリハビリテーション機能の強化

・障害者スポーツ指導員の障害理解

・上田市つむぎの家に関する要望

・学校支援員の増員と学校ボランティアの待遇改善

・保育園就園における「障害児枠」を設けること

・児童デイサービスやレスパイト、ファミリーサポートの利用について

・学童保育所と児童クラブの受け入れ態勢の充実

・ぷれジョブ活動への支援

・公共施設での障害者への配慮

・入場料の割引制度を介助者への拡大と精神障害者保健福祉手帳所持者への適用

・福祉避難所の充実

・市主催の発達障害者サポーター養成事業の開催

・タブレット型携帯情報端末を活用した学習・生活支援

など

【広報うえだにより募集】

広報うえだ８月１日号に掲載

募集期間：平成２５年８月１日（木）から８月３０日（金）まで

応募方法：郵送、ＦＡＸ、電子メール等

提出された意見：３件

・重症心身障害児者等に対する支援体制の強化

・関節リウマチ患者への支援

・上田市の放課後児童施設における、障害児受け入れ等に関する課題の報告



－ －15

４．上田市の課題

○ 障害に対する理解の促進

障害のある人とない人が分け隔てられることのない社会をつくっていく上で、障害と障

害のある人について、個人や社会がいっそうの理解を深めていかなければなりません。

障害者団体との懇談会やアンケートにおいても、障害に対する周囲の無理解により辛い

思いをした本人や家族の話、就労の場での障害の理解や配慮を求める意見が多くあげられ

ています。特に精神障害や内部障害等については、外見だけでは判断できないことから、

誤解を招く場合があります。

障害に対する意識啓発を促すとともに幼少期からの福祉教育による、障害に対する正し

い理解が必要です。

さらに、アンケートの結果からは、平成２４年４月に開所した上小圏域成年後見支援セ

ンターや平成２４年１０月に設置した障害者虐待防止センターなどの窓口、またこれらの

制度等について知っている方が少なく、普及・啓発面での施策の展開が重要です。

○ 障害者とその介護者の高齢化

急激な少子高齢化の進展は障害者とその介助者にとっても大きな問題です。

身体障害者手帳の所持者の７割以上が６５歳以上の方であり、アンケート調査より介助

者の半数が６０歳以上となっています。また、日常生活の中で、本人の健康管理と介助者

がいなくなった場合の生活の不安が多く回答されています。

障害の特性や年齢といった個々の状況に応じた多様な成果の場の確保や住み慣れた地域

で暮らすための支援の充実、医療・介護等との連携がますます重要と考えられます。

さらに、障害者本人の健康管理として、若いうちから生活習慣の見直しなどを通じ積極

的に健康を増進し、疾病の「予防」に重点を置いた対策の推進が急務となっています。

○ 雇用・就労支援の充実

障害のある方の就労意欲が高まっている中で、就労による障害のある方の社会参加を実

現し、障害のある方が地域社会で、自立し、いきいきと暮らせるように雇用・就労支援の

一層の充実を図ることが必要です。

障害を理由として就労が困難な方については、雇用の分野においても、障害を理由とす

る差別的取り扱いを禁止すること、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するため

の措置（合理的配慮）を講ずる必要があります。

また、障害者が働き続けるためには、障害を理解し指導・相談ができる人の存在、障害

に応じた多様な就労環境が必要です。

さらに、障害者本人の働く意欲の充実のため、賃金の向上に向けた施策の充実も必要で

す。
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○ 教育・育成体制の整備

障害のある児童生徒に対しては、早期に必要な治療と指導訓練を行うことによって、障

害の軽減や基本的な生活能力の向上を図り、将来の社会参加へつなげていく必要がありま

す。

また、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立し、社会参加するために必要な力を養

うため、一人ひとりの障害の状態に応じてきめ細かな教育が必要です。

さらに、小・中学校の通常の学級にも障害のある児童生徒が在籍しており、全児童生徒

のうち６．５％の割合で在籍していることが指摘されています。（平成 25 年版 障害者白

書より）

学童保育や児童クラブなどの放課後児童施設においては、障害を持つ児童生徒の受け入

れが可能な状況ではありますが、障害特性に応じた施設の整備や体制の充実が必要な状況

です。

また、放課後や学校の休業日に生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促

進などの支援を行う「放課後等ディサービス」を行う事業所の不足は否めないところがあ

り、上小圏域全体の課題であります。


